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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

当社は、「いいモノが広がっている世の中を創造する」というビジョンのもと、持続的な成長及び中長

期的な企業価値の向上を実現するため、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題と認識して

おります。 

当社は、株主、顧客、取引先、従業員その他のステークホルダーからの信頼を確保し、法令及び定款の

遵守、経営の透明性・公正性の確保並びに迅速な意思決定を図ることを、コーポレート・ガバナンスの

基本方針としております。 

この基本方針のもと、取締役会において経営の基本方針及び重要事項を審議・決定するとともに、業務

執行の状況を適切に監督しております。また、取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程等の社内規

程を整備し、各部門の職務、権限及び責任を明確にすることで、適正かつ効率的な業務執行を支える体

制を構築しております。 

さらに、当社は監査役会設置会社として、監査役会による監査に加え、内部監査部門及び会計監査人と

の連携を通じて、経営に対する監査・監督機能の実効性向上に努めております。今後も、当社の事業規

模及び成長段階に応じて、内部統制、リスク管理及びコンプライアンス体制の整備・運用を継続し、コ

ーポレート・ガバナンスの一層の充実に取り組んでまいります。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

当社は、グロース市場上場会社に適用されるコーポレートガバナンス・コードの基本原則をすべて実施

しております。なお、今後も当社の事業規模及び成長段階に応じて、コーポレート・ガバナンス体制の

実効性向上に継続的に取り組んでまいります。コーポレートガバナンス・コード（2021 年 6 月版）に

基づき記載しています。 

 

２．資本構成 
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外国人株式保有比率 10％未満 

  

【大株主の状況】 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

長谷川 智一 3,750,000 株 60.41% 

田谷野 貴正 1,250,000 株 20.14% 

株式会社 LVR 750,000 株 12.08% 

and factory 株式会社 363,700 株 5.86% 

株式会社 Amazia 93,750 株 1.51% 

 

支配株主（親会社を除く）名 長谷川 智一 

 

親会社名 該当なし 

親会社の上場取引所 該当なし 

 

補足説明 

該当事項はありません。 

 

３．企業属性 

上場予定市場区分 グロース市場 

決算期 9 月 

業種 サービス業 

直前事業年度末における(連結)従業員数 100 人以上 500 人未満 

直前事業年度における(連結)売上高 100 億円以上 1000 億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10 社未満 

 

４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

当社は、現時点において、支配株主であり代表取締役社長である長谷川智一氏及びその近親者との間で、

少数株主の利益を害するおそれのある取引は行っておりません。 

今後、支配株主又はその近親者との取引を行う必要が生じた場合には、少数株主の利益を害することが

ないよう、当該取引の必要性及び合理性、取引条件の妥当性並びに利益相反の有無を確認し、一般の取

引条件又は第三者との類似取引との比較を行うなど、取引条件の公正性を確保いたします。 

重要な取引については、社外取締役及び社外監査役の意見を踏まえ、取締役会において審議・決定いた

します。なお、長谷川智一氏本人との取引その他同氏が特別の利害関係を有する取引については、同氏

を審議及び決議から除外することにより、意思決定の公正性を確保いたします。また、取引実施後にお
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いても、取引状況を取締役会に報告するなど、取引の適正性を継続的に確認してまいります。 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

該当事項はありません。 

Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査役会設置会社 

 

【取締役関係】  

定款上の取締役の員数 7 名以内 

定款上の取締役の任期 1 年 

取締役会の議長 社長 

取締役の人数 3 名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 1 名 

社外取締役のうち独立役員に指定されている人

数 
1 名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k 

森 大輝 弁護士           △ 

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 c.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 d.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 e.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 f.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律

専門家 

 g.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 h.上場会社の取引先（d、e及び f のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 j.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 k.その他 
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会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

森 大輝 ○ 

森 大輝氏と当社との間には、

2021 年１月～2023年 12 月の間、

法務顧問契約を締結しておりま

したが、年間支払金額は少額とな

っており、独立性については問題

ないものと判断しております。 

弁護士としての専門的知

見に加え、財務省関東財務

局証券取引等監視官部門

証券検査官としての経験

及び見識を有しておりま

す。同氏は、独立した客観

的な立場から、取締役会に

付議された事項のモニタ

リングの在り方や、コンプ

ライアンス面において取

締役会が果たすべき役割

及び監督機能について有

益な助言・提言を行ってお

り、当社の企業経営の透明

性、客観性及び適正性の確

保に貢献しております。 

同氏は東京証券取引所が

定める独立役員の要件及

び当社の社外役員の独立

性判断基準を満たしてお

り、当社との間に特別の利

害関係はないことから、独

立役員として選任してお

ります。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委

員会の有無 
あり 

 

任意の委員会の設置状況、委員構成及び委員長（議長）の属性 

指名委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 指名・報酬協議会 

全委員 常勤委員 社内取締役 社外取締役 社内有識者 その他 委員長 
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(名) (名) (名) (名) (名) (名) (議長) 

5 0 1 1 0 3 社外取締役 

 

報酬委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 指名・報酬協議会 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社内有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

5 0 1 1 0 3 社外取締役 

 

補足説明 

当社は、取締役の指名及び報酬等に関する公正性・透明性・客観性の向上を図ることを目的として、取

締役会の任意の諮問機関である指名・報酬協議会を設置しております。同協議会は、取締役会の決議に

よって選定された取締役及び監査役会の協議により選定された監査役により構成され、委員 3 名以上、

かつその過半数を独立役員とすることとしております。 

当期においては、指名・報酬協議会を７回開催し、取締役候補者の選定、代表取締役その他役付取締役

の選定、取締役の報酬方針、報酬制度及び個別報酬額等について審議を行っております。各委員の出席

状況については、開催の都度、議事録等により記録・管理しており、適切な運営状況の把握に努めてお

ります。 

同協議会における審議結果は、取締役会に答申され、取締役会は当該答申の内容を十分に尊重したうえ

で、取締役の指名及び報酬等に関する決定を行うこととしております。 

なお、同協議会の事務局は経営管理本部が担当しており、開催日程の調整、資料の作成、議事録の作成

及び保管、取締役会への答申内容の整理等の事務を行っております。事務局は専任部署として設置して

いるものではありませんが、経営管理本部において必要な人員を適宜配置し、同協議会の円滑な運営を

支援しております。 

 

【監査役関係】  

監査役会設置の有無 設置している 

定款上の監査役の員数 5 名以内 

監査役の人数 3 名 

 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

監査役監査、内部監査及び会計監査人による監査は、それぞれの独立性を確保しつつ、相互に連携を図

ることで、各監査の実効性を高めるとともに、全体として監査の質の向上に努めております。 

監査役、内部監査部門及び会計監査人は、三様監査協議会を開催し、監査計画、監査の実施状況、監査

結果、内部統制の整備・運用状況、会計監査上又は内部統制上の重要な論点、改善指摘事項の対応状況

等について情報交換及び意見交換を行っております。これにより、各監査主体が把握したリスク認識や
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監査上の課題を相互に共有し、監査の実効性及び網羅性の向上を図っております。 

また、監査役と会計監査人は、会計監査及び四半期レビューの結果、監査上の主要な検討事項、会計処

理上の重要な論点等について、必要に応じて個別に情報交換及び意見交換を行っております。監査役と

内部監査部門においても、内部監査計画、内部監査の実施状況及び監査結果、改善指摘事項の対応状況

等について緊密に連携し、効率的かつ実効性のある監査の遂行に努めております。 

さらに、内部監査部門と会計監査人は、内部統制の整備・運用状況、会計処理に関連する業務プロセス、

会計監査上留意すべき事項等について、必要に応じてミーティングを実施し、情報交換を行っておりま

す。 

これらの連携を通じて、監査役、内部監査部門及び会計監査人は、相互に監査上の課題認識を共有し、

監査品質の向上及び監査の効率化に努めております。 

 

 

社外監査役の選任状況 選任している 

社外監査役の人数 3 名 

社外監査役のうち独立役員に指定されている人

数 
3 名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k l m 

江口 慎一 他の会社の出身者              

野村 浩子 他の会社の出身者              

小島 啓之 公認会計士             △ 

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与 

 c.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 d.上場会社の親会社の監査役 

 e.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 f.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 g.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 h.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律

専門家 

 i.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 j.上場会社の取引先（f、g及び h のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 k.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 
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 l.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 m.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 
選任の理由 

江口 慎一 ○ － 

上場企業において長年に

わたり管理部門を管掌す

る取締役を務めた豊富な

経験、知見及び高い見識を

有しており、企業経営、内

部統制、ガバナンス、財

務・会計及びリスクマネジ

メント等の観点から、当社

の監査体制及び経営監視

機能の実効性向上に貢献

いただけるものと判断し

ております。また、東京証

券取引所が定める独立役

員の要件及び当社の社外

役員の独立性判断基準を

満たしており、一般株主と

利益相反が生じるおそれ

がないと判断したため、独

立役員として選任してお

ります。 

野村 浩子 

○ － 

メディアの編集者、大学教

授、上場企業の社外取締役

及び公益財団法人の理事

長としての豊富な経験を

有しており、コーポレー

ト・ガバナンス、リスクマ

ネジメント、サステナビリ

ティ、人材開発及びダイバ

ーシティ等の観点から、当

社の業務執行に関する意
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思決定について、妥当性及

び適正性の観点から独立

した立場で提言いただけ

るものと判断しておりま

す。また、東京証券取引所

が定める独立役員の要件

及び当社の社外役員の独

立性判断基準を満たして

おり、一般株主と利益相反

が生じるおそれがないと

判断したため、独立役員と

して選任しております。 

小島 啓之 

○ 

小島啓之氏と当社との間には、

2024 年４月～2025 年５月の間、

アドバイザリー契約を締結して

おりましたが、年間支払金額は少

額となっており、独立性について

は問題ないものと判断しており

ます。 

公認会計士としての資格

を有し、監査法人におけ

る執務経験及び事業会社

における実務経験を通じ

て、財務及び会計に関す

る豊富な経験及び知見を

有しております。財務・

会計及び内部統制の観点

から、独立した立場で取

締役の職務執行を監査い

ただくことにより、当社

の監査体制及び経営監視

機能の実効性向上に貢献

いただけるものと判断し

ております。また、東京

証券取引所が定める独立

役員の要件及び当社の社

外役員の独立性判断基準

を満たしており、一般株

主と利益相反が生じるお

それがないと判断したた

め、独立役員として選任

しております。 
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【独立役員関係】 

独立役員の人数 4 名 

その他独立役員に関する事項 

当社は、独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しております。 

 

【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の

実施状況 

業績連動型報酬制度の導入／ストック・オプション

制度の導入 

該当項目に関する補足説明 

当社は、業務執行取締役の業績向上に対する意識を高め、株主利益との連動性を確保するとともに、企

業価値の持続的な向上を図ることを目的として、業績連動報酬制度及びストック・オプション制度を導

入しております。 

取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬、業績連動報酬及び株式報酬型インセンティブであるストッ

ク・オプションにより構成しております。報酬構成については、各取締役の役位、職責、業績への貢献

度、当社の業績及び企業価値向上へのインセンティブとしての有効性等を総合的に勘案し、指名・報酬

協議会における審議を経たうえで、取締役会において決定する方針としております。なお、社外取締役

については、その職務の独立性及び客観性を確保する観点から、原則として固定報酬のみとしておりま

す。 

業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、一定の業績指標を踏まえた金銭

報酬として支給するものです。当該業績指標については、当社の収益力及び事業成長の状況を適切に反

映する指標として、売上高、営業利益その他取締役会が定める経営指標を用いることとしております。

これらの指標は、当社の事業活動の成果及び収益性を示す重要な指標であり、業務執行取締役に対して、

持続的な成長及び収益性向上に向けたインセンティブを付与する観点から選択しております。 

業績連動報酬の額については、各事業年度の業績指標の達成状況、各取締役の職責及び担当領域におけ

る貢献度等を総合的に勘案し、指名・報酬協議会における審議を経たうえで、取締役会の決議により決

定しております。業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合については、固定的な比率をあ

らかじめ定めるものではありませんが、短期的な業績向上への動機付けと中長期的な企業価値向上への

インセンティブのバランスに配慮し、役位、職責、業績への貢献度及び当社の業績状況等を踏まえて決

定しております。 

ストック・オプションは、中長期的な企業価値向上に対するインセンティブとして付与しております。

その付与対象者、付与総額及び個人別の付与水準については、各取締役の役位、職責、当社の企業価値

向上への貢献期待、既存株主の利益に与える影響及び発行済株式総数に対する希薄化の程度等を総合的

に勘案し、株主総会又は取締役会の決議に基づき決定しております。 

 

 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、常勤監査役、従業員 
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該当項目に関する補足説明 

当社は、取締役及び従業員の業績向上に対する意欲を高めるとともに、優秀な人材の確保及び定着を図

ることを目的として、ストック・オプションを付与しております。 

また、監査役に対しても、当社の健全な経営及び社会的信頼の向上への貢献を目的として、監査役の独

立性及び監査機能に配慮したうえで、ストック・オプションを付与しております。 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 個別報酬の開示はしていない 

該当項目に関する補足説明 

報酬等の総額が 1 億円を超える者が存在しないため、個別報酬の開示はしておりません。 

 

報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 あり 

報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会において決議しております。 

当社の取締役報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう、株主

利益との連動性を考慮した報酬体系とし、役位、職責及び当社業績等を踏まえた適正な水準とすること

を基本方針としております。業務執行取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬、業績連動報酬及び非

金銭報酬であるストック・オプションにより構成し、社外取締役の報酬は、独立性及び監督機能に鑑み、

固定報酬である基本報酬のみとしております。 

基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任期間、前事業年度業績に対する貢献度、同種同規

模企業における報酬水準、当社業績、従業員給与水準及び事業環境等を総合的に勘案して決定しており

ます。業績連動報酬は、前事業年度の経常利益が当初計画の 110％を超過した場合に、各取締役の貢献

度に応じて、基本報酬に基づき算出した額を賞与として支給できるものとしております。 

取締役の報酬限度額に関する議案、取締役の個人別報酬を決定するために必要な基本方針、規則及び手

続等については、取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬協議会に諮問し、その審議結果の報告を

受けたうえで、取締役会において決定しております。なお、同協議会は、委員３名以上、かつその過半

数を独立役員とすることとしており、報酬決定手続の公正性、透明性及び客観性の確保を図っておりま

す。 

また、指名・報酬協議会において特別の利害関係を有する委員がいる場合には、当該委員は議決に加わ

らないこととしております。 

 

【社外取締役(社外監査役)のサポート体制】 

社外取締役及び社外監査役に対しては、経営管理本部が中心となり、取締役会その他重要会議に関する

資料の事前共有、議案内容に関する補足説明、情報共有及び日程調整等の連絡調整を行っております。 

また、必要に応じて、業務執行取締役、執行役員又は所管部門から、事業の状況、経営課題及びリスク・

コンプライアンス上の重要事項等について説明を行うことにより、社外取締役及び社外監査役が十分な
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情報に基づき審議及び監督・監査を行うことができる体制を整備しております。 

 

【代表取締役社長等を退任した者の状況】 

該当事項はありません。 

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等 

氏名 
役職・ 

地位 
業務内容 

勤務形態・条件 

（常勤・非常勤、 

報酬有無等） 

社長等 

退任日 
任期 

該当なし 
該 当 な

し 
該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 

 

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名 

その他の事項 

該当事項はありません。 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の

概要) 

当社は、取締役会及び監査役会を設置しております。また、職務執行の迅速化を図るため経営会議を

設置するとともに、監視機能の充実及び適切なリスクマネジメントを支える仕組みとしてリスク・コン

プライアンス委員会を設置し、さらに、経営の透明性及び健全性を高めるため、任意の指名・報酬協議

会を設置するともにESネクスト有限責任監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。  

当社の取締役会、監査役会、経営会議、リスク・コンプライアンス委員会及び指名・報酬協議会は、

以下のメンバーで構成されております(◎は議長を表す)。  

役職名 氏名 取締役会 監査役会 経営会議 

リスク・ 
コンプラ
イアンス 
委員会 

指名・ 
報酬 
協議会 

代表取締役社長 長谷川 智一 ◎  ◎ ◎ ○ 

取締役副社長 田谷野 貴正 ○  ○ ○  

取締役（社外） 森 大輝 ○    ◎ 

常勤監査役（社外） 江口 慎一 ○ ◎  ○ ○ 

監査役（社外） 野村 浩子 ○ ○   ○ 

監査役（社外） 小島 啓之 ○ ○   ○ 

 

（取締役会）  

取締役会は、議長である代表取締役社長、取締役副社長及び社外取締役の計３名並びに、いずれも社

外役員である常勤監査役１名及び非常勤監査役２名で構成されております。  

取締役会は、毎月定例で開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、当社の経営方針及び経

営課題等の重要事項について報告、審議及び決定を行っております。また、法令、定款並びに取締役会
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規程、業務分掌規程、職務権限規程及び稟議規程等に基づき重要事項を決定するとともに、業務執行の

監督を行っております。  

また、取締役会においては、業務執行取締役による会社業績及び定期的な業務報告並びに経営会議か

ら報告される月次業務報告等を通じて、業務執行取締役、執行役員及び本部長の業務執行を適切に監視

しております。加えて、重要な人事、資金調達、設備投資及び関係会社の設立をはじめとする取締役会

決議事項が適切に上程される体制としております。  

さらに、取締役会は、適正かつ信頼性のある企業情報の開示が行われるよう、業務執行取締役による

適時開示体制の整備及びその運用状況の監督を行っております。 

 

（監査役会）  

監査役会は、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名の計３名で構成されており、全員が社外監査役で

あります。監査役会は、常勤監査役を議長として毎月１回以上開催し、各監査役間における情報交換及

び意思疎通を図っております。  

各監査役は、それぞれの企業経営経験、職務経験及び専門的見地に基づき経営監視を行っております。

あらかじめ監査役会で決定した監査方針及び監査計画に基づき、業務監査、会計監査等を実施するとと

もに、取締役会をはじめとする重要な会議に出席し、ガバナンスのあり方及びその運営状況並びに取締

役の職務執行を監査しております。また、代表取締役社長及び取締役副社長をはじめとする業務執行取

締役と随時情報交換を行い、必要に応じて意見を表明できる体制としております。 

さらに、監査役会は、内部監査担当及び監査法人と三様監査の一環として相互に連携しております。

監査役会と監査法人及び内部監査担当との間では随時監査協議会を開催し、監査に関する報告、重点監

査項目や課題の協議、監査結果の共有等を行うことにより、緊密な連携を図っております。加えて、常

勤監査役は、内部監査担当と定期的に情報共有会議を実施するとともに、内部監査に連動して社内各部

門へのヒアリングや事業所往査を行うなど、監査の実効性向上に努めております。 

 

（経営会議）  

経営会議は、経営会議規程に基づき、業務執行取締役全員（代表取締役社長及び取締役副社長）及び

経営管理本部長で構成されております。また、必要に応じて代表取締役社長が指名する者を出席させて

おります。原則として週１回開催し、職務権限規程及び稟議規程に基づく事項の審議及び決裁を行うほ

か、事業環境に関する意見交換、業務執行状況の報告及びモニタリング、関係会社の監督その他経営に

関する重要事項の報告及び審議を行っております。 

 

（リスク・コンプライアンス委員会）  

リスク・コンプライアンス委員会は、リスク・コンプライアンス委員会運営規程、リスク管理規程、

コンプライアンス規程及び内部統制システムの構築に関する基本方針に基づき、代表取締役社長を最高

倫理・コンプライアンス責任者（Chief Ethics and Compliance Officer。以下「CECO」という。）に選

定し、CECOを議長として、取締役副社長、常勤監査役１名、各執行役員、各部長及びコンプライアンス

推進委員１名を構成員として、原則として毎月１回開催しております。委員会では、個別リスク及びコ

ンプライアンスの状況について担当部門からの報告を受け、その評価、経営に与える影響及び対応策を

審議したうえで、取締役会に報告しております。  

 

（会計監査人） 

 当社は、ESネクスト有限責任監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。 
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（内部監査担当） 

当社は独立した内部監査部門は設置しておりませんが、代表取締役社長が指名した内部監査実施者及

び業務委託契約を締結したコンサルティング会社からアサインされた外部専門家が連携の上、会社業務

全般の効率性や適正性の監査を行っております。内部監査実施者は、監査役会及び監査法人と相互に連

携して、「三様監査」の体制のもと、課題等の情報の共有と意見交換を行っております。 

 

（指名・報酬協議会）  

取締役会の独立性、客観性及び説明責任の強化を図り、コーポレート・ガバナンス体制を一層充実さ

せるため、当社は、指名・報酬協議会規程に基づき、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬協議

会を設置しております。指名・報酬協議会は、代表取締役、社外取締役、常勤監査役及び社外監査役２

名の計５名により構成されており、委員長は、委員の互選により選定しております。指名・報酬協議会

は、委員の互選により選定し、株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案の内容等につい

て協議を行うほか、代表取締役及び役付取締役の選定候補者、取締役の選任方針、取締役の報酬並びに

取締役会構成員が備えるべきスキル（スキル・マトリックス）等について審議し、その結果を取締役会

に報告しております。  

 

 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、取締役会による迅速な意思決定及び業務執行の監督機能を確保するとともに、監査役会による

独立した立場からの監査機能を通じて、経営の健全性及び透明性を確保することが、当社の事業規模、

組織体制及び成長段階に照らして適切であると判断し、監査役会設置会社を選択しております。 

当社の取締役会には社外取締役を選任し、業務執行から独立した立場から経営に対する助言及び監督を

受ける体制としております。また、監査役会は、社外監査役を中心に構成し、取締役会その他重要な会

議への出席、取締役及び使用人からの報告聴取、内部監査部門及び会計監査人との連携等を通じて、取

締役の職務執行を監査しております。 

さらに、取締役の指名及び報酬等に関する公正性、透明性及び客観性を高めるため、取締役会の任意の

諮問機関として、過半数を独立役員で構成する指名・報酬協議会を設置しております。 

以上により、当社は、迅速かつ適切な意思決定、業務執行に対する監督・監査機能及び指名・報酬決定

手続の客観性を確保できる体制であると判断しております。 

 

Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み 

 補足説明 

株主総会招集通知

の早期発送 

株主が議案について十分に検討する時間を確保できるよう、株主総会招集通知の

早期発送に努めてまいります。 

集中日を回避した

株主総会の設定 

当社は、株主が株主総会に出席しやすく、議決権を行使しやすい環境を整備する

ため、株主総会の開催日については、事務日程、会場確保及び決算・監査日程等
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を勘案しつつ、いわゆる集中日を可能な限り回避するよう努めてまいります。 

電磁的方法による

議決権の行使 

株主の議決権行使に係る利便性向上を図るため、電磁的方法による議決権行使を

可能とする予定です。 

議決権電子行使プ

ラットフォームへ

の参加その他機関

投資家の議決権行

使環境向上に向け

た取組み 

現時点では、議決権電子行使プラットフォームへの参加は予定しておりません

が、今後の検討課題と認識しております。 

招集通知(要約)の

英文での提供 

現時点では、英文招集通知を提供する予定はありませんが、海外投資家の保有状

況、株主構成及び当社の IR 体制の整備状況等を踏まえ、今後の検討課題と認識

しております。 

その他 該当事項はありません 

実施していない 該当なし 

 

２．IR に関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャ

ー ポ リ シ ー の 作

成・公表 

当社は、株主・投資家をはじめとするステークホルダーに対

し、適時・適切かつ公平な情報開示を行うことを目的として、

ディスクロージャーポリシーを作成し、当社ホームページに

おいて公表する予定です。 

 

個人投資家向けに

定期的説明会を開

催 

個人投資家向けの定期的な説明会の開催を予定しておりま

す。 
なし 

アナリスト・機関投

資家向けに定期的

説明会を実施 

アナリスト及び機関投資家向けに、四半期ごとに決算説明会

を開催し、決算内容、事業の進捗状況及び今後の見通し等に

ついて説明を行う予定です。 

あり 

海外投資家向けに

定期的説明会を開

催 

現時点では定期的な開催を予定しておりませんが、今後の株

主構成、投資家からの要望及び当社の事業規模等を勘案し、

実施の要否を検討してまいります。 

なし 

IR 資料をホームペ

ージ掲載 
決算説明資料等の IR 資料をホームページに掲載予定です。 

 

IR に関する部署(担

当者)の設置 

情報開示を担当する執行役員が所管する経営管理本部を中

心として、IR 及び適時開示に関する体制を整備しておりま

す。 
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その他 該当事項はありません  

実施していない 該当事項はありません  

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 

社内規程等により

ステークホルダー

の立場の尊重につ

いて規定 

当社は、株主、投資家その他のステークホルダーに対し、適時・適切かつ公平に

当社情報を提供し、当社に対する理解を深めていただくとともに、社会的信頼の

向上及び当社の適正な評価に資することを目的として、適時開示規程を定めてお

ります。 

環境保全活動、CSR

活動等の実施 

当社は、持続的な企業価値の向上を図るためには、事業活動を通じた社会的責任

の遂行が重要であると認識しております。情報セキュリティ対策、ISMS 認証の

取得及び維持、コンプライアンス体制の整備、従業員が働きやすい職場環境の整

備等を通じて、社会から信頼される企業であり続けるための取組みを継続してお

ります。 

情報セキュリティについては、当社サービスの提供にあたり、広告主、メディア

主、ユーザーその他の関係者に係る情報を適切に管理することが重要であるとの

認識のもと、情報管理体制の整備、アクセス権限の管理、社内教育の実施等に取

り組んでおります。また、ISMS 認証を取得し、情報セキュリティマネジメント

システムの継続的な改善に努めております。 

環境保全活動については、ペーパーレス化の推進、オンライン会議の活用、省エ

ネルギーへの配慮等、事業運営において実施可能な取組みを継続しております。

また、人的資本への取組みとして、従業員の成長機会の提供、働きやすい職場環

境の整備、ハラスメント防止及びコンプライアンス意識の向上に向けた社内周

知・研修等を実施しております。 

今後も、当社の事業規模及び事業特性を踏まえ、ESG 及び CSR に関する取組みを

継続的に検討・推進し、ステークホルダーからの信頼の維持・向上に努めてまい

ります。 

 

ステークホルダー

に対する情報提供

に係る方針等の策

定 

株主をはじめとするステークホルダーにとって重要と判断される情報について、

法令に基づく開示対象以外の情報も積極的に開示する方針としております。 

その他 該当事項はありません 

実施していない 該当事項はありません 
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Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（会社法第 362 条第 4 項第 6号、会社法施行規則第 100 条第 1 項第 4 号） 

職務の法令及び定款適合性について 

当社は、法令や社会規範を遵守するコンプライアンス前提の企業経営を推進する。 

取締役会については、取締役会規程に基づいて運営され、取締役間の意思疎通を図るとともに、相互に

職務執行を監督し、法令・定款違反行為を未然に防止するものとし、取締役が他の取締役の法令・定款

違反行為を発見した場合は、監査役及び取締役会に報告し、その是正を図る。 

取締役の指名にかかる取締役会の機能に対し、手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレー

ト・ガバナンスの充実を図るため、取締役会の決議によって選定された取締役及び監査役会の協議によ

り選定された監査役により構成する任意の指名・報酬協議会を設置し、取締役の選任方針等を協議し、

取締役会に答申する。 

当社は業務執行全般に亘り適宜、弁護士、税理士、社会保険労務士等社外の専門家の助言、支援を受け

ることとする。 

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては毅然とした態度で臨み、一

切の係わりを持たず、また、不当な要求を断固として拒絶することを改めて明確化する。 

 

コンプライアンス体制について 

当社は、コンプライアンス体制の基礎としてコンプライアンス基本方針、ならびにコンプライアンス規

程を制定し、これを企業行動のガイドラインとする。 

取締役は、自己の管掌領域におけるコンプライアンス状況を常に把握し管理する。 

当社は、コンプライアンスを総括する「最高倫理・コンプライアンス責任者」（CECO）を置き、当該取

締役は「コンプライアンス委員」と共同で、コンプライアンス基本方針に反する事態に備えるとともに、

同基本方針が企業の風土として定着するようコンプライアンス教育、研修を通じて周知徹底を図る。 

CECO は、定期的にレビューを行い、結果を取締役会に報告する。 

内部監査部門は、当社の業務執行者の職務執行の妥当性及びコンプライアンスの状況について内部監査

を実施し、当社の内部統制の有効性を検証する。なお、内部監査に関する基本的事項は内部監査規程に

定め、その活動状況については定期的に取締役会及び監査役会に報告する。 

コンプライアンス体制の万全を期すため、内部通報管理規程を制定し、内部通報窓口を社内に開示する

ことで、その連絡先と通報相談処理体制を明らかにし、通報があった場合、適宜取締役会に報告して、

違法・不当行為の未然防止と早期発見に努め、独立・中立的立場から内部統制システムを担保する。当

社は、取締役及び使用人による法令違反、不正行為その他コンプライアンス上の問題を早期に発見し、

適切に是正するため、内部通報制度を整備・運用する。内部通報窓口については、会社からの独立性を

有する外部専門家である弁護士に加え、会社法の規定に基づき取締役会の招集請求または自ら招集する

権限を有する社外役員および経営管理本部長を窓口として設定する。 
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内部通報窓口に通報または相談があった場合には、通報者の秘密保持および不利益取扱いの禁止を徹底

するとともに、必要に応じて速やかに事実関係の調査を行う。違法行為または不当行為が認められた場

合には、社外役員または経営管理本部長から取締役会への適切な報告、もしくは社外役員による取締役

会の招集請求等を通じて、取締役会としての初動対応および早期の是正措置を可能とし、当社の内部統

制システムの実効性を担保する。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（会社法施行規則第 100 条第 1 項第１号） 

取締役の職務の執行に係る情報、文書(電磁的記録も含む)については、法令及び文書保管管理規程その

他の社内規程に従い適切な保存及び管理を行う。また、その保存媒体に応じて安全かつ検索性の高い状

態を維持し、取締役及び監査役は必要に応じて随時これを閲覧することができる。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（会社法施行規則第 100 条第１項第２号） 

当社のリスク管理に関する基本的事項を定めたリスク管理規程を制定し、事業を取り巻く様々なリスク

から生じる損失発生の未然の防止に努める。 

取締役は、それぞれ自己の担当領域において、リスク管理体制を構築する責任と権限を有する。 

全社横断的なリスクの把握及び対策の検討を行うためリスク・コンプライアンス委員会運営規程を制定

し、同規程に基づくリスク・コンプライアンス委員会を毎月開催し、その検討・確認結果を取締役会に

報告する。 

取締役会は、リスク・コンプライアンス委員会の報告と、社外取締役及び社外監査役による意見を得て、

事業上及び経営上のリスクを網羅的に把握し、その経営成績に与える影響や管理状況についてモニタリ

ングを行う。 

代表取締役は、全社のリスク管理を統括する。 

当社のリスク管理体制の重要な改変は、監査役会の意見を得て取締役会の承認を得るものとする。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（会社法施行規則第 100 条第１項第３号） 

取締役会を毎月一回定時に開催する他、必要に応じて適宜開催する。 

取締役会は、中期経営計画を定め、経営資源を効率的に配分の上、各事業年度の予算を策定し、会社と

しての目標を明確にして業務執行を合理的に進める。 

取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規程、職務権限規程等の関連規程に基づいて効

率的に進める。 

 

 

５．当社における業務の適正を確保するための体制 
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（会社法施行規則第 100 条第 1 項第 5 号） 

業務の執行が法令及び定款に適合するとともに、業務の適正と効率の確保を目的として組織規程や業務

分掌規程をはじめとする社内規程を定め業務を遂行する。 

取締役及び使用人の職務遂行の適合性を確保するため、内部監査規程に基づき内部監査を実施する。ま

た、内部監査部門は必要に応じて監査役ならびに会計監査人と情報交換し、効率的な内部監査を実施す

る。 

 

６．監査役の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、その取締役及び使用人の他の取締役か

らの独立性に関する事項ならびに当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（会社法施行規則第 100 条第３項第１号・第２号） 

監査役が必要と認めた場合、監査役の職務を補助するための監査役補助者を設置し、監査役の職務を補

助すべき取締役は置かないこととする。 

監査役補助者は、その職務に関しては、取締役等の指揮、命令を受けないものとし、その任命、解任等

については監査役の同意を得ることとする。 

監査役補助者は、監査役との連携を密にし、監査役の指示に従いその職務を行う。 

監査役補助者の人事評価については、常勤監査役の同意を得るものとする。 

 

７．取締役及び使用人が監査役会に報告をするための体制及び報告をした者が当該報告をしたことを理

由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

（会社法施行規則第 100 条第３項第４号・第５号） 

監査役は取締役会のほか、経営会議、その他の重要な会議に出席し、取締役等からその職務 の執行状

況を聴取し、関係資料を閲覧することが出来る。 

取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められた時は、速やかに報告

する。 

取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事実、または会社に

著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知った時は、遅滞なく監査役会に報告する。 

取締役及び使用人は、事業・組織に重大な影響を及ぼす決定結果を遅滞なく監査役会に報告する。 

当社は、監査役会への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な

取扱いを行うことを禁止し、内部通報管理規程で定める「通報者等の保護」に基づき、当該報告をした

者の保護を行う。 

 

８．監査役の職務の執行(監査役の職務の執行に関するものに限る。)について生じる費用の前払または

償還の手続その他の当該職務の執行について生じる費用または債務の処理に関する事項 

（会社法施行規則第 100 条第３項第６号） 

監査役が、その職務の執行について生じる費用の前払等の請求をした時は、当該請求に係る費用または

債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を
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処理する。 

 

９．その他監査役会の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

（会社法施行規則第 100 条第３項第７号） 

監査役会は、代表取締役、取締役と定期的に会合を開いて連携を密にし，意思の疎通ならびに意見交換

を実施する。 

監査役会は、内部監査部門から財務報告に係る内部統制実施状況の評価結果を、会計監査人からは会計

状況に関する報告を受けるとともに、それぞれ定期的に意見交換の機会を設け、連携を密にして、適切

な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。 

 

１０．財務報告の信頼性を確保するための体制 

(1) 信頼性のある財務報告を作成するために、財務報告に係る内部統制の整備及び運用の体制を構築す

る。 

(2) その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば取締役会ならびに監査役会に報

告し、必要な是正を行う。 

 

１１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制 

取締役会は、反社会的勢力対策規程を制定し、当社の取締役及び使用人は、反社会的勢力の排除を徹底

する。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、政府指針である「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」を踏まえ、「反社会

的勢力の排除に関する基本方針」を定め、反社会的勢力に対しては組織全体として毅然とした態度で臨

み、取引関係その他一切の関係を遮断することを基本方針としております。 

かかる方針のもと、「反社会的勢力対策規程」及び「反社会的勢力対策マニュアル」を整備し、経営管

理本部を所管部署として、反社会的勢力に関する情報の収集及び管理に努めております。また、新規取

引先との取引開始前の反社会的勢力チェック、契約書への反社会的勢力排除条項の整備、公益社団法人

警視庁管内特殊暴力防止対策連合会への加入等を通じた外部専門機関との連携により、反社会的勢力の

排除に向けた体制の整備及び運用を推進しております。 

 

Ⅴ．その他 

１．買収への対応方針の導入の有無 

買収への対応方針の導入の有無 なし 

該当項目に関する補足説明 

該当事項はありません。 
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２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

【模式図(参考資料)】 

 

【適時開示体制の概要（模式図）】 

 

以上 


